
■ 管轄：経済産業省（中小企業庁） 

◎新規事業・ものづくり商業サービス補助金（旧ものづくり補助金） 

※革新的新商品・サービス枠 

• 使える事業者：中小企業者、小規模企業・小規模事業者（農業法人、水

産加工業者、食品製造業者、飲食店、スーパー、組合・連合会、株式会

社の介護施設等） 

• 事業内容：革新的な新商品・新サービス開発の取組 

• 補助上限額：従業員数に応じて 750 万円から 2500 万円 

• 補助率：中小企業者 1／2（賃上げ特例 2／3、小規模企業・小規模事

業者 2／3） 

• 補助事業実施期間：交付決定日から 10 ヶ月 

• 補助対象経費：機械装置・システム構築費、運搬費、技術導入費、知的

財産権等関連費、外注費、専門家景品、クラウドサービス利用費、原材

料費、広告宣伝・販売促進費   

 

※新事業進出枠 

• 使える事業者：中小企業者 

• 事業内容・既存事業とは異なる新市場・高付加価値事業への進出 

• 補助上限額：従業員数に応じて 2500 万円から 7000 万円 

• 補助率：中小企業者 1／2 

• 補助事業実施期間：交付決定日から 14 ヶ月 

• 補助対象経費：機械装置・システム構築費、建物費、運搬費、技術導入

費、知的財産等関連経費、外注費、専門家経費、クラウドサービス利用

費、原材料費、広告宣伝・販売促進費  

 

 

 



※グローバル枠 

• 使える事業者：中小企業者 

• 事業内容・既存事業とは異なる新市場・高付加価値事業への進出 

• 補助上限額：従業員数に応じて 2500 万円から 7000 万円 

• 補助率：中小企業者 2／3 

• 補助事業実施期間：交付決定日から 14 ヶ月 

• 補助対象経費：機械装置・システム構築費、建物費、運搬費、技術導入

費、知的財産等関連経費、外注費、専門家経費、クラウドサービス利用

費、原材料費、広告宣伝・販売促進費、海外旅費、通訳・翻訳費 

 

《3 つの枠共通》 

• 補助事業要件： 

付加価値要件、賃上げ要件、事業場内最賃水準要件、ワークライフバラ

ンス要件、 

子育て等に関する職場環境整備に向けた取組み要件、金融機関要件 

• 使えない事業者： 医療法人、 社会福祉法人、 学校法人、 NPO 法人、

公益法人 

• 加点項目：パートナーシップ構築宣言加点、くるみん加点、えるぼし加

点、健康経営優良法人加点、経営革新計画加点、事業継続力強化計画、

ＤＸ認定加点、Ｊ－Ｓtartup 地域版加点、研究開発費・試験研究費計上

に係る加点、地域別最低賃金引上げにかかる加点、事業場内最低賃金引

上げに係る加点 

 

 

 

 

 

 


